
 

 1 

平成 1 5 年 ３ 月期    決算短信（連結）           平成１５年 ５月２８日 

上 場 会 社 名         若築建設株式会社                    上場取引所 東 
コ ー ド 番 号           １８８８                               本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.wakachiku.co.jp/     ）         
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 浦野 重宏 
問合せ先責任者 役職名 経理部長     氏名 福島 章雄    ＴＥＬ ( 03 )3492－0273 
決算取締役会開催日 平成１５年 ５月２８日 
 
米国会計基準採用の有無  無                                     
 
１． 15 年 3 月期の連結業績（平成１４年 ４月 １日～平成１５年 ３月３１日） 
(1)連結経営成績                                                            
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
15年 3月期 
14年３月期 

101,049 △11.5 
114,139 △15.1 

1,560 △53.6 
3,359 △16.3 

903 △67.5 
2,782 △18.6 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
15年 3月期 
14年 3月期 

△4,911    － 
682    － 

△38.92 
5.29 
   － 
－ 

△14.3 
1.8 

0.6 
1.8 

0.9 
2.4 

(注) ①持分法投資損益      15 年 3 月期   △369 百万円  14 年 3 月期    △39 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 15 年 3 月期  126,214,789 株  14 年 3 月期    128,977,170 株   
     ③会計処理の方法の変更  無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15年 3月期 
14年 3月期 

            142,018 
            144,315 

31,344 
37,218 

               22.1 
               25.8 

            257.07 
288.62 

(注) 期末発行済株式数(連結) 15 年 3 月期   121,928,162 株   14 年 3 月期   128,952,404 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
15年 3月期 
14年 3月期 

△3,451 
1,553 

811 
1,732 

△ 842 
2,024 

13,440 
16,929 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数    5 社 持分法適用非連結子会社数    0 社 持分法適用関連会社数  2 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 
連結 (新規)   0 社 (除外)   0 社    持分法 (新規)   0 社 (除外)   0 社 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

31,000 
97,000 

0 
2,800 

△  200 
1,300 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  10 円  70 銭 
※上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見直し・計画に基づく予測が含まれております。  
 当グループの事業を取り巻く経済情勢、市場の動向等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が
記載の予想数値と異なる可能性があります。 
 なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページを参照してください。 
※記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 
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添付資料１．企業集団の状況

当グループは、当社、子会社７社、関連会社３社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業
の内容としている。
当グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。

建 設 事 業 当社は総合建設業を営んでおり、連結子会社である㈱九創、新総建設㈱､大丸防音㈱
と他２社が施工協力を行い、当社は工事の一部を発注している。

不動産事業等 当社は不動産事業等を営んでおり、連結子会社である㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、㈱都市空間
と他１社、並びに持分法適用関連会社である田浦開発㈱､門司港開発㈱が同様に不動
産事業等を営み、当社は㈱都市空間等に不動産の一部の管理を委託し、田浦開発㈱､
門司港開発㈱から工事の一部を受注している。

事業の系統図は次のとおりである。

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

工事の施工   不動産の販売・賃貸

不動産の賃貸

連結子会社

連結子会社

非連結子会社

非連結子会社

関連会社

タ イ 若 築 ㈱

旭 建 設 ㈱

建

設

事

業

関連会社

当　　　　　　　　　　　社

建　　設　　事　　業 不動産事業等

㈱ ﾍ ﾙ ｽ ｴ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｽ ﾞ

工事の施工

㈱ 九 創

新 総 建 設 ㈱

大 丸 防 音 ㈱

田 浦 開 発 ㈱

門 司 港 開 発 ㈱

不

動

産

事

業

等

㈱ 都 市 空 間

㈱ レ ッ ク
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針
当社は「良質の建設サービスを安全かつ経済的に顧客に提供し、社会に貢献する」ことを企業理念として掲
げ、長期的に安定して存続・発展していく企業を目指して、更に、経営の効率化・合理化を推進し、経営体質
の改善と業績の安定的向上に努めております。
この企業理念は子会社、関連会社についても同様であり、グループの力を結集して、顧客の満足を得られる
よう、努力してまいります。

（２）会社の利益配分に関する事項
株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと捉え、長期安定的な配当の継続を利益配分の基本にする
とともに、健全な経営基盤の維持を目的とした財務体質の改善と、競争力の強化のための技術開発に資するた
め、内部留保の充実に努めてまいります。

（３）会社の対処すべき課題
当社は、得意分野である海上土木工事での高い技術力と経験を活かし、陸上土木工事、建築工事、開
発事業等の様々な分野でその総合力を発揮してまいりました。今後も安定的な受注の確保をめざし、技
術力、競争力をさらに高め、環境、社会福祉等の社会的ニーズの高い分野への取り組みも強化してまい
ります。

（４）会社の中長期的な経営戦略
創業以来の堅実経営を継続しつつ、事業環境の変化がもたらす新たな課題に対応するため経営当社は

基盤の強化に努めてまいります。その一環として、佐藤工業株式会社への資本参加をおこない、同じく
出資者である川田工業株式会社とともに、得意とする事業分野の異なる三社の有する技術面を中心とし
た経営資源の有効活用により、その効果が最大となるような相互補完を追求し、また、発注形態の多様
化に対応しうる体制の強化・整備を図るとともに、コスト競争力を向上させ厳しい競争に打ち勝つべく
努力してまいります。
また、更なる生産効率の改善と業務の合理化・効率化を、早急に押し進めることが不可欠であると考
え、営業・技術・施工の一体化、業務効率の向上を目的とした組織改革を実施いたしました。

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況
経営環境の変化に対応するため、取締役会につきましては、取締役の員数の適正化をはかり、迅速な意志決
定を行うことが出来る経営体制をとるとともに、適切な開示を行うことにより、経営の透明性、健全性の確保
に努めております。
・平成１３年６月より、執行役員制度を導入し、経営の効率化と業務執行の充実を図っております。また、平
成１５年６月２７日開催予定の定時株主総会以降、コーポレート・ガバナンスの強化の観点より、経営責任
と執行責任を明確にした経営体制を確立するための第一段階として、取締役については、従来の役付取締役
体制をやめ、商法に定める代表取締役および取締役とする経営体制に移行いたします。
・監査役につきましては、従来より半数を社外監査役とし、取締役会およびその他の重要な会議に出席し、重
要な決裁書類等を閲覧することで、取締役の職務執行を監視できる体制となっております。
・企業倫理および法令遵守の徹底をはかるため企業行動規範を制定しており、平成１５年４月よりコンプライ
アンス室を設置しコンプライアンス体制の構築に取り組んでおります。

３．経営成績及び財政状態

（１） 経営成績
① 当期の概況
当期におけるわが国経済は、国内の需要が依然として低迷し、デフレ不況の長期化から、総じて厳しい状
況で推移いたしました。
当グループはこのような状況の下で懸命の努力を続けてまいりましたが、売上高は1,010億円と前連結会
計年度に比べ130億円(△11.5%)の減収となりました｡

損益につきましては、完成工事高の減少により、営業利益は15億円と前連結会計年度に比べ18億円
(△53.6%)、経常利益は9億円と前連結会計年度に比べ19億円(△67.5%)の減益となりました。更に、当期は、
資産のスリム化、キャッシュ・フローの向上等による「財務体質の強化」を目的に、不動産の売却、回収懸
念債権等の前倒し損失処理を行い、また早期退職による割増退職金の支払等を実施いたしました。この損失
処理に加え、取引先の民事再生手続き開始申立による貸倒損失の引当、株価の下落による有価証券評価損の
計上等を余儀なくされましたので、49億円の当期純損失となりました。
なお、当期の配当金（当社）については、当期の業績や今後の経営環境等を勘案して、１株につき年３円
の予定であります。
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事業の種類別セグメントごとの業績を示すと次のとおりであります。(事業の種類別セグメントごとの業
績については、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しています。)

（建設事業）
建設事業を取り巻く環境は、公共投資の削減、民間設備投資の低迷により、厳しい状態が続いております。
その結果、当グループの建設事業の売上高は935億円と前連結会計年度に比べ156億円(△14.3%)の減収とな
りました。営業利益は、3億円と前連結会計年度に比べ19億円(△85.0%)の減益となりました。

（不動産事業等）
不動産事業を取り巻く環境も依然として厳しい状況であり、市況は低迷したままであります。そのなかで、
賃貸を中心に堅実な営業活動を行いました。当グループの不動産事業等の売上高は海上輸送業務等の貢献も
あり、76億円と前連結会計年度に比べ27億円(＋53.8%)の増収、営業利益は12億円と前連結会計年度に比べ
2億円(＋19.0%)の増益となりました。

（２） 財政状態
① 当期の概況
当社及び連結子会社はキャッシュ・フローの安定化を図りながら、財務体質の改善・資産の効率化に取り
組んでおります。
当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローについては、工事代金の回収を進めたものの、大型
工事の立替資金(その他資産)が増加したことや、早期退職による割増退職金11億円の支払などもあり、35億
円の資金の減少（前連結会計年度は15億円の増加）となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローについては、投資有価証券・固定資産等の売却により、8億円の資金
の増加（前連結会計年度は17億円の資金の増加）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローについては、主に自己株式の取得により、8億円の資金の減少（前連
結会計年度は20億円の増加)となりました。
以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は期首残高から35億円減少し、134億円となりました。

②キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成１４年３月期 平成１５年３月期
自己資本比率 ２５.８% ２２.１%
時価ベースの自己資本比率 ８.８% ７.０%
債務償還年数 ２７.１年 ―
インタレスト・カバレッジ・レシオ １.７ ―

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／ 利息の支払額

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
※１５年３月期の「債務償還年数」「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は、営業キャッシュ・フ
ローがマイナスのため、記載を省略しております。

（３） 次期の見通し
今後の見通しにつきましては、国内において、先行きに対する不安感から設備投資、個人消費はとも
に低迷が続くものと思われます。
建設業界におきましても、市場全体の縮小傾向が続き、厳しさを増すことが予想され、不動産事業等
におきましても、市況の急速な回復は難しいものと考えております。
これらの状況を踏まえ、当グループの平成16年3月期の業績予想につきましては、売上高970億円、経常
利益28億円、また純利益13億円を予定しております。
なお、配当金（当社）につきましては、１株につき年３円を予定しております。
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連結貸借対照表４－(１).

（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

(平成14年3月31日現在) （平成15年3月31日現在） 比較増減(△)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 預 金 ※2 17,102 13,582 △ 3,519

受取手形・完成工事未収入金等 ※5 33,462 29,604 △ 3,858

販 売 用 不 動 産 ※2 11,782 10,657 △ 1,124

未 成 工 事 支 出 金 17,726 18,099 373

不 動 産 事 業 等 支 出 金 6,775 9,813 3,037

立 替 金 － 7,906 7,906

繰 延 税 金 資 産 2,439 2,591 152

そ の 他 流 動 資 産 6,084 1,737 △ 4,347

貸 倒 引 当 金 △ 759 △ 138 621

流 動 資 産 合 計 94,613 65.6 93,854 66.1 △ 758

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物 ※2 12,816 12,119 △ 696

機械・運搬具・工具器具備品 6,007 5,738 △ 268

船 舶 7,098 7,384 285

土 地 ※2､8 23,089 21,043 △ 2,045

建 設 仮 勘 定 4 － △ 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,275 △ 16,284 △ 8

有 形 固 定 資 産 計 32,741 30,001 △ 2,739

２．無 形 固 定 資 産 125 110 △ 15

３．投 資 等

投 資 有 価 証 券 ※1 7,803 5,932 △ 1,870

長 期 繰 延 税 金 資 産 6,295 8,872 2,577

そ の 他 投 資 等 4,494 4,045 △ 448

貸 倒 引 当 金 △ 1,756 △ 798 957

投 資 等 計 16,835 18,051 1,215

固 定 資 産 合 計 49,702 34.4 48,163 33.9 △ 1,538

資 産 合 計 144,315 100 142,018 100 △ 2,297
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（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在） 比較増減(△)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

支払手形・工事未払金等※ 5 35,782 36,021 238

短 期 借 入 金 ※2 32,467 27,403 △ 5,063

未 払 法 人 税 等 1,221 58 △ 1,163

未 成 工 事 受 入 金 等 10,721 15,687 4,965

賞 与 引 当 金 934 530 △ 404

完 成 工 事 補 償 引 当 金 46 37 △ 8

そ の 他 流 動 負 債 4,977 7,808 2,831

流 動 負 債 合 計 86,151 59.7 87,547 61.7 1,395

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金 ※2 9,632 14,764 5,131

退 職 給 付 引 当 金 6,726 5,179 △ 1,547

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 284 310 25

開 発 事 業 損 失 引 当 金 － 260 260

再評価に係る繰延税金負債※8 1,291 1,227 △ 63

持 分 法 適 用 に 伴 う 負 債 1,872 － △ 1,872

そ の 他 固 定 負 債 877 1,182 305

固 定 負 債 合 計 20,684 14.3 22,923 16.1 2,239

負 債 合 計 106,836 74.0 110,471 77.8 3,634

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 260 0.2 202 0.1 △ 57

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 15,431 10.7 － － △ 15,431

Ⅱ 資 本 準 備 金 16,080 11.1 － － △ 16,080

Ⅲ 再 評 価 差 額 金 ※8 1,783 1.2 － － △ 1,783

Ⅳ 連 結 剰 余 金 4,605 3.2 － － △ 4,605

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △ 594 △ 0.4 － － 594

Ⅵ 自 己 株 式 △ 0 △ 0.0 － － 0

Ⅶ 子会社の所有する親会社株式 ※2 △ 87 △ 0.0 － － 87

資 本 合 計 37,218 25.8 － － △ 37,218

Ⅰ 資 本 金 ※6 － － 15,431 10.9 15,431

Ⅱ 資 本 剰 余 金 － － 16,080 11.3 16,080

Ⅲ 利 益 剰 余 金 － － △ 668 △ 0.5 △ 668

Ⅳ 土地再評価差額金 ※8 － － 1,803 1.3 1,803

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － － △ 755 △ 0.5 △ 755

Ⅵ 自 己 株 式 ※2､7 － － △ 547 △ 0.4 △ 547

資 本 合 計 － － 31,344 22.1 31,344

144,315 100 142,018 100 △ 2,297負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計
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連結損益計算書４－(２).
（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成13年4月1日 自 平成14年4月1日
（ ） （ ） 比較増減(△)
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

Ⅰ 売 上 高 ％ ％

完 成 工 事 高 109,183 93,530

不動産事業等売上高 4,955 114,139 100 7,519 101,049 100 △ 13,090

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 102,221 88,846

不動産事業等売上原価 3,474 105,695 92.6 5,839 94,686 93.7 △ 11,009

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 6,962 4,683

不動産事業等総利益 1,481 8,444 7.4 1,680 6,363 6.3 △ 2,080

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 5,084 4.4 4,802 4.8 △ 281

営 業 利 益 3,359 3.0 1,560 1.5 △ 1,799

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 100 50

受 取 配 当 金 89 68

保 険 収 入 － 108

そ の 他 184 374 0.3 70 298 0.3 △ 76

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 885 909

持分法による投資損失 39 21

そ の 他 27 952 0.8 24 955 0.9 3

経 常 利 益 2,782 2.5 903 0.9 △ 1,878

Ⅵ 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 151 53

固 定 資 産 売 却 益 － 55

投資有価証券売却益 303 18

そ の 他 特 別 利 益 82 537 0.5 19 147 0.1 △ 390

Ⅶ 特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 91 68

固 定 資 産 売 却 損※3 179 611

有 価 証 券 評 価 損 545 1,266

割 増 退 職 金 275 2,233

持分法による投資損失 － 348

貸倒引当金繰入額 328 2,515

そ の 他 特 別 損 失 149 1,571 1.4 1,460 8,503 8.4 6,932

1,748 1.6 － － △ 1,748税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

－ － 7,453 △ 7.4 7,453税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

1,350 119法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額 △ 255 1,094 1.0 △ 2,662 △ 2,542 △ 2.5 △ 3,636

少 数 株 主 利 益 － － 0 0.0 0

少 数 株 主 損 失 28 0.0 － － △ 28

当 期 純 利 益 682 0.6 － － △ 682

当 期 純 損 失 － － 4,911 △ 4.9 4,911
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連結剰余金計算書４－(３).

（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
（ ） （ ）
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

科 目 金 額 金 額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 3,686 －

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高

再評価差額金取崩額 623 623 － －

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高

株 主 配 当 金 386 －

役 員 賞 与 金 0 387 － －

Ⅲ 当 期 純 利 益 682 －

Ⅳ 連結剰余金期末残高 4,605 －

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

資本準備金期首残高 － － 16,080 16,080

Ⅱ 資本剰余金期末残高 － 16,080

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高 － － 4,605 4,605

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高

土地再評価差額金取崩額 － － 25 25

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高

株 主 配 当 金 － 386

当 期 純 損 失 － － 4,911 5,298

Ⅳ 利益剰余金期末残高 － △ 668
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連結キャッシュ・フロー計算書４－(４).

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

年 度 別 自 平成13年 4 月 1 日 自 平成14年4月1日
（ ） （ ） 比較増減(△)
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
金 額 金 額

科 目
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１,７４８ △ ７,４５３ △ ９，２０２税金等調整前当期純利益・純損失(△)

８６７ ９０５ ３７減価償却費

２７４ △ １,５７８ △ １，８５３貸倒引当金の増加・減少(△)額

△ ３５ △ １,５４７ △ １，５１１退職給付(給与)引当金の増加･減少(△)額

△ ４３２ △ ３４ ３９８その他引当金の増加・減少(△)額

△ １８９ △ １１９ ６９受取利息及び受取配当金

８８５ ９０９ ２３支払利息

３９ ３６９ ３３０持分法による投資損失・利益(△)

△ ２９８ ７３ ３７２有価証券・投資有価証券売却損･益（△）

５４５ １,２６６ ７２０有価証券・投資有価証券評価損･益（△）

１９７ ６３３ ４３５固定資産除売却損・益(△)

１３,２５１ ３,８５８ △ ９，３９３売上債権の減少・増加(△)額

１１,５２６ △ ３７３ △ １１，９００未成工事支出金の減少・増加（△）額

△ １,６３０ △ １,７７５ △ １４５たな卸資産の減少・増加(△)額

△ １６,０４３ ２３８ １６，２８２仕入債務の増加・減少(△)額

△ １０,６０１ ４,９６５ １５，５６６未成工事受入金の増加・減少（△）額

３,７９１ △ ２,７２３ △ ６，５１５その他資産の減少・増加(△)額

△ １,４７０ ８９８ ２，３６８その他負債の増加・減少(△)額

１６８ １６６ △ ２その他

２,５９６ △ １,３２１ △ ３，９１７小 計

１９５ １２２ △ ７３利息及び配当金の受取額

△ ８９８ △ ９６８ △ ７０利息の支払額

△ ３４０ △ １,２８２ △ ９４２法人税等の支払額

１,５５３ △ ３,４５１ △ ５，００４営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ １,００２ △ ６３９ ３６３有形固定資産の取得による支出

１,２２３ １,７３３ ５１０有形固定資産の売却による収入

△ ２３０ △ ６１８ △ ３８８投資有価証券の取得による支出

１,７６６ ８８４ △ ８８１投資有価証券の売却による収入

△ ４６４ △ ７７２ △ ３０８貸付けによる支出

１７１ ６ △ １６４貸付金の回収による収入

２６９ ２１７ △ ５１その他

１,７３２ ８１１ △ ９２０投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
△ １,６０９ ４,１８１ ５，７９１短期借入金純増加・減少（△）額

９,１１１ ９,９５４ ８４３長期借入れによる収入

△ ５,０８５ △ １４,０６７ △ ８，９８２長期借入金の返済による支出

△ ３９０ △ ３８８ ２配当金の支払額

― △ ５２２ △ ５２２自己株式の取得による支出

△ ０ ― ０その他

２,０２４ △ ８４２ △ ２，８６７財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ １ △ ６ △ ７現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ ５,３１２ △ ３,４８８ △ ８，８０１現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

Ⅵ １１,６１６ １６,９２９ ５，３１２現金及び現金同等物期首残高

Ⅶ １６,９２９ １３,４４０ △ ３，４８８現金及び現金同等物期末残高
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 当連結会計年度
項 目 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日

( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

1.連結の範囲に関する 連結子会社数 ５社 連結子会社数 ５社
事項 ㈱九創 新総建設㈱ 大丸防音㈱ ㈱九創 新総建設㈱ 大丸防音㈱

㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ㈱都市空間 ㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ㈱都市空間
若築不動産㈱は、平成13年9月1日に㈱都
市空間に社名変更した。

非連結子会社数 ２社 非連結子会社数 ２社
タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック
非連結子会社は、いずれも小規模会社であ 非連結子会社は、いずれも小規模会社であ
り、合計の総資産、売上高、当期純損益（持 り、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う 分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響 額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていない。 を及ぼしていない。

2.持分法の適用に関す 持分法適用会社数 関連会社 ２社 持分法適用会社数 関連会社 ２社
る事項 持分法適用の関連会社名並びに持分法非適 持分法適用の関連会社名並びに持分法非適

用の非連結子会社名及び関連会社名は次のと 用の非連結子会社名及び関連会社名は次のと
おり。 おり。
持分法適用の関連会社名 持分法適用の関連会社名
田浦開発㈱ 門司港開発㈱ 田浦開発㈱ 門司港開発㈱
持分法非適用の非連結子会社名 持分法非適用の非連結子会社名
タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック
持分法非適用の関連会社名 持分法非適用の関連会社名
旭建設㈱ 旭建設㈱
上記の持分法非適用の非連結子会社及び関 上記の持分法非適用の非連結子会社及び関
連会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余 連会社は、それぞれ連結純損益及び連結利益
金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし 剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
ても重要性がないため、持分法を適用してい としても重要性がないため、持分法を適用し
ない。 ていない。

3.連結子会社の事業年 連結子会社の決算日は当社と同一である。 同 左
度等に関する事項
4.会計処理基準に関す
る事項
(1)重要な資産の評 有価証券の評価基準及び評価方法 有価証券の評価基準及び評価方法
価基準及び評価 満期保有目的債券 満期保有目的債券
方法 償却原価法(定額法) 同 左

その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法 同 左
（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定し
ている)
時価のないもの 時価のないもの
移動平均法による原価法 同 左

たな卸資産の評価基準及び評価方法 たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法 同 左
不動産事業等支出金 個別法による原価法
販売用不動産 個別法による原価法
材料貯蔵品 最終仕入原価法によ
(その他流動資産) る原価法

(2)重要な減価償却 有形固定資産 有形固定資産
資産の減価償却 主として建物については定額法、その他に 同 左
方法 ついては定率法によっている。なお、耐用年

数及び残存価額については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっている。

(3)重要な引当金の 貸倒引当金 貸倒引当金
計上基準 債権の貸倒損失に備えて、一般債権につい 債権の貸倒損失に備えて、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特 ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特
定の債権については個別に回収可能性を勘案 定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上している。 し、回収不能見込額を計上している。
なお、破産債権、更生債権等（その他投資 なお、破産債権、更生債権等（その他投資
等）については、債権額から担保の評価額及 等）については、債権額から担保の評価額及
び保証による回収が可能と認められる額を控 び保証による回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として債権額か 除した残額を取立不能見込額として債権額か
ら直接減額しており、その金額は642百万円で ら直接減額しており、その金額は4,684百万
ある。 円である。

賞与引当金 賞与引当金
従業員賞与の支出に備えて、支給見込額基 同 左
準により計上している。
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前連結会計年度 当連結会計年度
項 目 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日

( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

完成工事補償引当金 完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵補修費の支出に備えて、将 同 左
来の見積補修額を計上している。

退職給付引当金 退職給付引当金
従業員及び執行役員の退職給付に備えて、 同 左
当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上している。
なお、数理計算上の差異は、各連結会計年
度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしている。

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えて 同 左
内規に基づく期末要支給額を計上している。

開発事業損失引当金
開発事業取引に関して、将来発生する可能
性のある損失に備えて、契約条件､開発計画
等を検討し､損失見込額を計上している。

債務保証損失引当金
取引先に対する債務保証に係る損失に備え
て、債務保証先の財政状態等を勘案し、損失
見込額を計上している。

(4)重要なリース取引 リース物件の所有権が借主に移転すると認 同 左
の処理方法 められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

(5)重要なヘッジ会計 金利スワップはその要件を満たしているた 同 左
の方針 め特例処理を採用している。

(6)その他連結財務諸 長期大型工事の収益計上基準 長期大型工事の収益計上基準
表作成のための重 長期大型(工期1年以上かつ請負金額10億円 長期大型(工期1年以上かつ請負金額10億円
要な事項 以上)の工事については、工事進行基準を適 以上)の工事については、工事進行基準を適

用しており、完成工事高は23,563百万円であ 用しており、完成工事高は23,836百万円であ
る。 る。

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計 同 左
処理は、税抜方式によっている。

自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会
計基準
「自己株式及び法定準備金の取崩等に関す
る会計基準」(企業会計基準第１号)が平成14
年4月1日以後に適用されることになったこと
に伴い、当連結会計年度から同会計基準によ
っている。これによる当連結会計年度の損益
に与える影響はない。
なお、連結財務諸表規則の改正により、当
連結会計年度における連結貸借対照表の資本
の部及び連結剰余金計算書については、改正
後の連結財務諸表規則により作成している。

１株当たり情報
「１株当たり当期純利益に関する会計基
準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針第４号)が平成14年4
月1日以後開始する連結会計年度に係る連結
財務諸表から適用されることになったことに
伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適
用指針によっている。なお、これによる影響
は軽微である。
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前連結会計年度 当連結会計年度
項 目 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日

( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

5.連結子会社の資産及 連結子会社の資産及び負債の評価は全面時 同 左
び負債の評価に関す 価評価法によっている。
る事項
6.連結調整勘定の償却 連結調整勘定は金額が僅少なため発生年度 同 左
に関する事項 に全額償却した。
7.利益処分項目等の取 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分 同 左
扱いに関する事項 について連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成されている。
8.連結 ﾌﾛｰ計算 連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金(現金及 同 左キャッシュ・
書における資金の範 び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し
囲 可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３か月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなる。

表示方法の変更

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

「投資有価証券売却損」(当連結会計年度金額4百万円)
及び「ゴルフ会員権評価損」(当連結会計年度金額39百万円)
は、従来区分掲記していたが、当連結会計年度から「そ
の他特別損失」に含めて表示することに変更した。

「立替金」(前連結会計年度末残高4,349百万円)は従来
「その他流動資産」に含めて表示していたが、資産の総
額の100分の5を超えたため、当連結会計年度より区分掲
記することとした。

「持分法適用に伴う負債」(当連結会計年度末残高492
百万円)は、従来区分掲記していたが、重要性を鑑み、当
連結会計年度より「その他固定負債」に含めて表示する
ことに変更した。

「保険収入」(前連結会計年度金額71百万円)は従来営業
外収益の「その他」に含めて表示していたが、重要性を
鑑み、当連結会計年度より区分掲記することとした。

「固定資産売却益」(前連結会計年度金額9百万円)は従
来「その他特別利益」に含めて表示していたが、特別利
益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より
区分掲記することとした。
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注 記 事 項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額 ※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額
は、次のとおりである。 は、次のとおりである。

投資有価証券（株式） 305百万円 投資有価証券（株式） 284百万円

※２ このうち、下記のとおり担保に供している。 ※２ このうち、下記のとおり担保に供している。

(1)(ｲ) 担保差入資産 (1)(ｲ) 担保差入資産
百万円 百万円

販 売 用 不 動 産 422 販 売 用 不 動 産 376
建 物 888 建 物 864
土 地 1,545 土 地 1,545
子会社の所有する 44 自 己 株 式 44親 会 社 株 式
計 2,901 計 2,831

(ﾛ) 担保付債務 (ﾛ) 担保付債務
百万円 百万円

短 期 借 入 金 100 短 期 借 入 金 100
長 期 借 入 金 3,749 長 期 借 入 金 3,436
（１年以内返済予定額を含む） （１年以内返済予定額を含む）

(2) 上記の他、定期預金134百万円を第三者の借入金 (2) 上記の他、定期預金115百万円を第三者の借入金
134百万円の担保に供している。 115百万円の担保に供している。

３ 保証債務 ３ 保証債務
連結会社以外の下記の相手先の金融機関等から 連結会社以外の下記の相手先の金融機関等から
の借入に対し、債務保証を行っている。 の借入に対し、債務保証を行っている。

百万円 百万円
門 司 港 開 発 ㈱ 2,601 門 司 港 開 発 ㈱ 2,455

2,500 2,800北九州市吉志土地区画整理組合 北九州市吉志土地区画整理組合
375 358全国漁港漁村振興漁業協同組合連合会 全国漁港漁村振興漁業協同組合連合会

そ の 他 187 そ の 他 170
計 5,664 計 5,784

門司港開発㈱への保証債務の一部は連帯保証で 門司港開発㈱への保証債務の一部は連帯保証で
あり、当社負担額を記載している。 あり、当社負担額を記載している。
また、田浦開発㈱に対する保証債務2,450百万 また、博多海洋開発㈱に対する保証債務80百万
円については、その全額を「持分法適用に伴う 円については、債務保証損失引当金としてその
負債」として認識し、当社債権に係る部分は相 全額を引当計上しているため、上記の保証債務
殺消去しているため、上記の保証債務より除外 より除外している。
している。 さらに、田浦開発㈱に対する保証債務871百万

円については、その全額を「持分法適用に伴う
負債」(その他固定負債)として認識し、当社債
権に係る部分は相殺消去しているため、上記の
保証債務より除外している。

４ 手形割引高及び裏書譲渡高 百万円 ４ 手形割引高及び裏書譲渡高 百万円
受取手形割引高 260 受取手形割引高 252
受取手形裏書譲渡高 125 受取手形裏書譲渡高 44

※５ 当連結会計年度末日が休日（金融機関の休業日）
につき、連結会計年度末日満期手形を交換日に入
・出金の処理をする方法によった。
当連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおり
である。

百万円
受取手形 504
受取手形裏書譲渡高 46
受取手形割引高 15
支払手形 157

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式129,649千株
である。

※７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び
関連会社が保有する自己株式の数は、普通株式
7,721千株である。
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前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

※８ 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年3 ※８ 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年3
月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す 月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律（平成13年3月31日 る法律の一部を改正する法律（平成13年3月31日
公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評 公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評
価を行っている。なお、評価差額については当該 価を行っている。なお、評価差額については当該
評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延 評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除 税金負債」として負債の部に計上し、これを控除
した金額を「再評価差額金」として資本の部に計 した金額を「土地再評価差額金」として資本の部
上している。 に計上している。
・再評価の方法 ・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月3 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月3
1日公布政令第119号）及び土地の再評価に関する 1日公布政令第119号）及び土地の再評価に関する
法律施行令の一部を改正する政令（平成11年3月3 法律施行令の一部を改正する政令（平成11年3月3
1日公布政令第125号）第2条第3号に定める地方税 1日公布政令第125号）第2条第3号に定める地方税
法に規定する固定資産税の課税価格の基礎となる 法に規定する固定資産税の課税価格の基礎となる
価額及び同条第1号に定める地価公示法の規定に 価額及び同条第1号に定める地価公示法の規定に
より公示された価格等に合理的な調整を行って算 より公示された価格等に合理的な調整を行って算
出している。 出している。
・再評価を行った日 平成13年3月31日 ・再評価を行った日 平成13年3月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価 ・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 947百万円 後の帳簿価額との差額 1,681百万円

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで ※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで
ある。 ある。

百万円 百万円
従業員給料手当 1,787 従業員給料手当 1,616
賞与引当金繰入額 181 賞与引当金繰入額 126
退職給付費用 248 退職給付費用 249
役員退職慰労引当金繰入額 53 役員退職慰労引当金繰入額 67
地代家賃 521 地代家賃 506

２ 研究開発費 ２ 研究開発費
一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は、333百万円である。 発費は、304百万円である。

※３ 固定資産売却損の内訳は、下記のとおりである。
百万円

建物・構築物 504
土 地 106
そ の 他 0

611

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月1日( ) ( )至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 掲記されている科目の金額との関係

（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）
百万円 百万円

現金預金勘定 17,102 現金預金勘定 13,582
預入期間が３か月を超える定期預金 △ 197 預入期間が３か月を超える定期預金 △ 167
取得日から３か月以内に償還期限の 取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(その他流動資産) 25 到来する短期投資(その他流動資産) 25
現金及び現金同等物 16,929 現金及び現金同等物 13,440
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(セグメント情報)
１．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(平成13年4月1日～平成14年3月31日) (単位：百万円)
消去又は建設事業 計 連 結不 動 産 事 業 等 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

109,183 4,955 114,139 － 114,139(1) 外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高

42 8 51 ( 51) －(2)
又 は 振 替 高

109,226 4,964 114,191 ( 51) 114,139計
106,932 3,898 110,831 ( 51) 110,779営 業 費 用
2,293 1,066 3,359 － 3,359営 業 利 益

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
79,124 40,880 120,005 24,310 144,315資 産
730 136 867 － 867減 価 償 却 費
609 380 990 － 990資 本 的 支 出

当連結会計年度(平成14年4月1日～平成15年3月31日) (単位：百万円)
消去又は建設事業 計 連 結不 動 産 事 業 等 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

93,530 7,519 101,049 － 101,049(1) 外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高

52 115 168 ( 168) －(2)
又 は 振 替 高

93,582 7,634 101,217 ( 168) 101,049計
93,238 6,365 99,604 ( 115) 99,489営 業 費 用
344 1,268 1,613 52 1,560営 業 利 益

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
80,828 42,252 123,080 18,937 142,018資 産
762 142 905 － 905減 価 償 却 費
577 49 627 － 627資 本 的 支 出

(注) 1. 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容
(1) 事業区分の方法
日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

(2) 各区分に属する主要な事業の内容
建 設 事 業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業
不動産事業等：不動産の賃貸・販売・管理に関する事業他

2. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度24,310百万
円、当連結会計年度18,937百万円である。その主なものは、連結財務諸表提出会社での余資
運用資金（現金預金）及び長期投資資金（投資有価証券等）である。

２．所在地別セグメント情報

(平成13年4月1日～平成14年3月31日)及び前連結会計年度
当連結会計年度(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載をしていない。

３．海 外 売 上 高

(平成13年4月1日～平成14年3月31日)及び前連結会計年度
当連結会計年度(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略した。
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(単位：百万円)（リース取引関係）
前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日( ) ( )至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取
引
1. リース物件の取得 機械・運搬具・工具器具備品 機械・運搬具・工具器具備品
価額相当額、減価償 取 得 価 額 相 当 額 263 取 得 価 額 相 当 額 265
却累計額相当額及び 減価償却累計額相当額 141 減価償却累計額相当額 163
期末残高相当額

期 末 残 高 相 当 額 122 期 末 残 高 相 当 額 102

その他 その他
取 得 価 額 相 当 額 9 取 得 価 額 相 当 額 9
減価償却累計額相当額 3 減価償却累計額相当額 5

期 末 残 高 相 当 額 5 期 末 残 高 相 当 額 3

合計 合計
取 得 価 額 相 当 額 272 取 得 価 額 相 当 額 274
減価償却累計額相当額 144 減価償却累計額相当額 168

期 末 残 高 相 当 額 128 期 末 残 高 相 当 額 105

2. 未経過リース料期 １年内 57 １年内 51
末残高相当額 １年超 70 １年超 54

計 128 計 105

なお、取得価額相当額及び未経過リ なお、取得価額相当額及び未経過リ
ース料期末残高相当額の算定は、有形 ース料期末残高相当額の算定は、有形
固定資産の期末残高等に占めるその割 固定資産の期末残高等に占めるその割
合が低いため、支払利子込み法によっ 合が低いため、支払利子込み法によっ
ている。 ている。

3. 支払リース料及び 支 払 リ ー ス 料 96 支 払 リ ー ス 料 60
減価償却費相当額 減価償却費相当額 96 減価償却費相当額 60

4. 減価償却費相当額 リース期間を耐用年数とし、残存価 リース期間を耐用年数とし、残存価
の算定方法 額を零とする定額法によっている。 額を零とする定額法によっている。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発
生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円 百万円
貸倒引当金 2,567 3,670
賞与引当金 259 169
未払事業税 97 1
退職給付引当金 2,002 1,586
棚卸資産の未実現利益の消去 1,240 1,240
持分法適用に伴う負債 753 167
繰越欠損金 - 2,900
その他有価証券評価差額金 427 513
その他 1,581 1,401
繰延税金資産小計 8,928 11,650
評価性引当額 189 182△ △
繰延税金資産合計 8,739 11,468
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 - -
その他 8 7△ △
繰延税金負債合計 8 7△ △
繰延税金資産の純額 8,731 11,461

2.法人税等の税率の変更による繰延税 地方税法等の一部を改正す
金資産及び繰延税金負債の金額の修 る法律(平成15年法律第9号)
正 が平成15年3月31日に公布さ

れたことに伴い、当連結会計
年度の繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算(ただし、平
成16年4月1日以降解消が見込
まれるものに限る。)に使用
した法定実効税率は、前連結
会計年度の42.0%から40.5%に
変更された。その結果、繰延
税金資産の金額(繰延税金負
債の金額を控除した金額)は
334百万円、再評価に係る繰
延税金負債は45百万円、それ
ぞれ減少し、当連結会計年度
に計上された法人税等調整額
が315百万円、土地再評価差
額金が45百万円、その他有価
証券評価差額金が19百万円、
それぞれ増加している。
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（有価証券関係）

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末
（平成14年 3 月31日） （平成15年 3 月31日）

種 類
連結貸借 連結貸借
対照表 時 価 差 額 対照表 時 価 差 額
計上額 計上額

(1)時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの
地方債 0 0 0 - - -
その他 2 2 0 2 2 0
小 計 2 2 0 2 2 0

(2)時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの
地方債 - - - - - -
その他 - - - - - -
小 計 - - - - - -

合 計 2 2 0 2 2 0

２ その他の有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末
（平成14年 3 月31日） （平成15年 3 月31日）

種 類
連結貸借 連結貸借

取得原価 対照表 差 額 取得原価 対照表 差 額
計上額 計上額

(1)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
株 式 1,980 2,136 156 1,158 1,177 18

(2)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
株 式 4,961 3,774 1,187 4,006 2,718 1,287△ △

合 計 6,942 5,911 1,030 5,165 3,896 1,268△ △

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
(自平成13年4月1日 至平成14年3月31日) (自平成14年4月1日 至平成15年3月31日)

売却額 1,522 776

売却益の合計 303 18

売却損の合計 4 92
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４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券
（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末種 類
（平成14年 3 月31日） （平成15年 3 月31日）

非公募特別債 369 258

(2) その他有価証券
（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末種 類 （平成14年 3 月31日） （平成15年 3 月31日）

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,212 1,490
その他 55 25

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：百万円）

前連結会計年度末 当連結会計年度末
（平成14年 3 月31日） （平成15年 3 月31日）

種 類
1年以内 1年超 5年超 10年超 1年以内 1年超 5年超 10年超

5年以内 年以内 5年以内 年以内10 10

債 券 211 159 － － 259 － － －

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
自平成13年 4 月 1 日 自平成14年 4 月 1 日（ ） （ ）
至平成14年 3 月31日 至平成15年 3 月31日

当社及び連結子会社は、特例処理を採用して 同 左
いる金利スワップ以外にデリバティブ取引を行
っていないので、該当事項なし。
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(退職給付関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
( ) ( )
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

1. 採用している退職給付制度の概要 1. 採用している退職給付制度の概要
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退 同 左
職一時金制度を設けている。また当社は退職一時金制度
に加えて、適格退職年金制度を設けている。また、従業
員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合がある。

2. 退職給付債務に関する事項(平成14年3月31日現在) 2. 退職給付債務に関する事項(平成15年3月31日現在)

退職給付債務 11,325百万円 退職給付債務 8,370百万円△ △
年金資産 3,950 年金資産 2,558
未積立退職給付債務 7,375 未積立退職給付債務 5,811△ △
未認識数理計算上の差異 649 未認識数理計算上の差異 632
連結貸借対照表計上額純額 6,726 連結貸借対照表計上額純額 5,179△ △
前払年金費用 - 前払年金費用 -
退職給付引当金 6,726 退職給付引当金 5,179△ △
（注）1.臨時に支払う割増退職金は含めていない。 （注）1.臨時に支払う割増退職金は含めていない。
2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、 2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用している。 簡便法を採用している。

(自平成13年4月1日至平成14年3月31日) (自平成14年4月1日至平成15年3月31日)3. 退職給付費用に関する事項 3. 退職給付費用に関する事項

勤務費用(注)2 579百万円 勤務費用(注)2 585百万円
利息費用 350 利息費用 339
期待運用収益 25 期待運用収益 -△
数理計算上の差異の費用処理額 59 数理計算上の差異の費用処理額 70
退職給付費用 963 退職給付費用 996
（注）1.上記退職給付費用以外に、割増退職金275百万 （注）1.上記退職給付費用以外に、割増退職金2,233百
円を支払っており、特別損失として計上して 万円を特別損失として計上している。
いる。 2.適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控
2.適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控 除している。
除している。 3.簡便法を採用している連結子会社の退職給付
3.簡便法を採用している連結子会社の退職給付 費用は、勤務費用に計上している。
費用は、勤務費用に計上している。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
割引率 3.0％ 割引率 3.0％
期待運用収益率 0.6％ 期待運用収益率 -％
数理計算上の差異の処理年数 10年 数理計算上の差異の処理年数 10年
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法により按分した額を、 定の年数による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしている。) することとしている。)


